
令和６年度予算の基本方針

一般会計

令和６年度予算見積額 4,723,044 千円

令和５年度当初予算額 4,499,761 千円

差 引 増 減 額 223,283 千円

対 前 年 度 比 率 105 ％

沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

令和６年度予算見積額 10,526 千円

令和５年度当初予算額 17,011 千円

差 引 増 減 額 -6,485 千円

対 前 年 度 比 率 61.9 ％

（注）上記には、人件費を含まない。

令和６年度水産振興部予算見積総括表

　水産振興部では、「若者が住んで稼げる元気な漁村」の実現に向け、「第５期産業振興計画」にお
いて、水産業のスマート化による操業の効率化、養殖業の拡大による漁業生産量の確保と輸出の強
化、若者や女性等の参入促進による新規漁業就業者の確保・定着に取り組みます。

様式１



　　　　
　　　　　沿岸沖合漁業等振興事業費(漁海況等情報発信システム運用保守等委託料等)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   14,011千円 (9,927千円)　[R5:17,755千円 (9,936千円)]　

　　　 海況や水揚げデータ等の情報をオープン化することにより、新たなプロジェクトの創出や既存の取り組みの高度化を促進するとともに、情報
　　発信システムNABRASで操業に役立つ情報の発信を強化することで操業の効率化を図ります。
　　　■主な拡充内容：効率的な操業に向けて、漁場の判断に活用できる人工衛星画像を情報発信システムNABRASに掲載
　　　　　　　　　　　　　　 漁業者のニーズに対応していくためのNABRASの機能向上（システム改修）

　　　　　産地市場スマート化推進事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　464千円 (464千円) 　[R5:0千円 (0千円)]
　　　　　　　産地市場のスマート化を推進するため、土佐清水市の産地市場にデジタル機器を導入し、スマート化モデルケースの構築を支援します。
　　　　　　  ※R5.12月補正（R6当初前倒し分）8,492千円により機器等整備予定

　　　　　養殖ブリ輸出振興事業費(養殖業者誘致業務委託料等) 　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　5,089千円 (5,089千円)  [R5:5,724千円 (5,724千円)]
　　　　　　　本県の漁業生産額の約５割を占める養殖の生産拡大を図るため、養殖漁場の拡大や人工種苗の普及に関する取り組みを推進します。
　　　　　　　■主な拡充内容：養殖漁場拡大に向けた養殖事業者の誘致活動等を実施

　　　　　水産業試験研究費(魚類養殖における飼料費高騰対策としての補償成長の活用) 　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　3,087千円（3,087千円）[R5:0千円 (0千円)]
　　　　　　　養殖業にかかるコストの約７割を占める飼料費を削減するため、ブリ養殖において補償成長（一定期間の餌止めの後に給餌を再開した際、
　　　　　　　大幅な成長が得られる現象）を利用した飼料費削減技術の開発を行い、経営安定につなげます。
　　　　　　　※R5.12月補正（R6当初前倒し分）10,000千円により、民間事業者と連携したマダイ養殖における投餌量削減技術の開発普及
　　　　　　　　支援を予定（養殖用配合飼料投餌量削減技術開発普及促進事業費補助金）
　　　　　　
　　　　　

１．漁業生産の構造改革
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２.　市場対応力のある産地加工体制の強化



　　　水産物地産外商推進事業費(水産物外商活動支援事業委託料)　 　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 39,755千円 (39,755千円)　[R5:39,754千円 (39,754千円)]
 　　    「高知家の魚応援の店」とのネットワークを維持し、取引率及び取引額の拡大を目的に「応援の店」へのきめ細やかな営業活動等により、
　　　外商活動を推進します。
　　　　■主な拡充内容：「応援の店」との取引拡大を目指し、県内事業者対象の営業力強化研修を実施
　　　　　　　　　　　　　　　 取引拡大に向けた商談機会をさらに創出するため、オンライン商談会の開催回数を拡充

　　　　　水産物地産外商推進事業費(関西地区水産物販売促進事業委託料)　 　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 35,135千円 (35,135千円)　[R5:35,060千円 (17,530千円)]
 　　    関西の卸売市場関係者と連携し、量販店や飲食店での「高知フェア」の開催等の販売促進活動を実施し、県産水産物の販売拡大を
　　　　図ります。
　　　　■主な拡充内容：取引の安定化を図るため、量販店や飲食店チェーンにおいて定番化を推進

　　　水産物輸出促進事業費
　　　（水産物輸出支援事業委託料、水産物輸出促進事業委託料、水産物輸出促進事業費補助金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55,725千円 (55,725千円)　[R5:50,180千円 (43,432千円)]　
      　 輸出の拡大を図るため、水産物輸出促進コーディネーターによる県内事業者の商品開発や販路開拓等を支援するとともに、高知県水産物
　　　 輸出促進協議会による国内外の見本市への出展を支援します。また、関東・関西地区の卸売事業者等と連携した取り組みにより、輸出を
　　　 拡大します。
　　　　 ■主な拡充内容：中国以外の新たな国（中東諸国やインドなど）への輸出ルートの開拓
　　　　　　　　　　　　　　　 　国内外の商社と連携した海外での賞味会を開催することで販路を開拓・拡大
　　　　　　　　　　　　　　　 　国内商社等の産地招へいによる県内事業者とのマッチング機会の拡大
　　　　 ■委託先（水産物輸出支援事業委託料）：（公社）高知県貿易協会　
　　　　　　　　　　 （水産物輸出促進事業委託料）：関東卸売市場卸売関係者等、大阪市中央卸売市場関係者
　　　　 ■補助先（水産物輸出促進事業費補助金）：高知県水産物輸出促進協議会      ■補助率：定額又は1/2

３．流通・販売の強化
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　　　漁業就業総合支援事業費(漁業就業支援事業費補助金)       　　　　　　 　　　 
                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90,419千円 (90,419千円)  [R5:89,890千円 (63,665千円)]　                                                              

   　 漁業生産量の維持・増大と担い手の確保・育成を図るため、（一社）高知県漁業就業支援センターが実施する研修事業等を総合的に
　　支援します。

　　　　　   ■主な拡充内容：本県漁業への就業実績が高い関西圏での取り組みの拡充
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・専門学校等での就業セミナーの増（４校→６校）
 　　　　　　　　　 ・就業フェアの強化（PRの更なる強化、雇用型漁業の出展増）
　　　　　　 ■補助先：（一社）高知県漁業就業支援センター      ■補助率：定額、1/2
　　　　　　　　　

　　　女性活躍推進事業費（女性活躍推進事業委託料等）　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,581千円 (8,581千円) [R5:0千円 (0千円)]

    　 女性による漁業体験を通じた課題抽出の調査や、高知の水産女子会による意見交換、勉強会等により、女性が働きやすい漁業に向けた
　　効果的な取り組みに繋げ、女性が働きやすい環境づくりを目指します。

　　　　若年世代・女性の活躍対策事業費（若年世代・女性漁業者保証料補給金）　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　700千円 (700千円)　[R5:0千円 (0千円)]　

　　　　個人事業者（若年世代及び女性の漁業者）や法人（高知県ワークライフバランス推進企業認証制度に認証されている企業）が
　　　設備資金や運転資金の融資を受ける際の保証料の一部または全部を補給することにより、効率的な操業に向けた設備投資や経営の
　　　安定を支援します。

　　　　　　　■補助先：全国漁業信用基金協会高知支所     ■補助率：1/3、2/3、全額

　　　　　　水福連携推進事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,055千円 (1,055千円)  [R5:0千円 (0千円)]　
　　　　　　　水産事業者と福祉事業者との意見交換会、講習会の開催等により水福連携を推進し、水産業における障がい者等の活躍促進、雇用の
　　　　　　確保を目指します。

４.　担い手の育成・確保
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